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社会福祉関係経費のあり方議論のポイント 

１ 社会福祉関係経費の現状の確認（他都市比較，経年比較） 

   部門ごとの施策の水準，財政への影響（歳出，一般財源負担） 

２ 検討・点検の視点：施策の目的・効果と財政負担 ＝ 負担と給付 

時代の要請に応じた施策の進化をどう考えるか 

    団塊の世代など新たな高齢者像の出現，子育ての社会化，福祉分野での経済成長な

ど時代の要請，経済の低成長を踏まえた今後の施策のあり方は？ 

①「ナショナルミニマム」 

京都市の特徴は？ 市としての工夫の余地は？ 国の制度の課題は？  

   ②「独自施策」 

     時代の変化を踏まえた施策のあり方は？ 

３ 今後も増加が見込まれる社会福祉関係経費への対応 

①低成長時代における社会福祉関係経費の増加に対する財政的な裏打ちは？  

②社会福祉関係経費について，京都市としての財政運営ルールはありえるのか？ 



※厚生労働省ホームページから抜粋
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　22年度高齢社会白書（内閣府）





（主な事業） 経費 一般財源
社会福祉費 経費 49,731,872 千円 障害者自立支援 19,326,196 6,557,535

一般財源 27,770,734 千円 14,095,000 9,505,592
福祉乗車証 1,792,972 1,792,972
障害者医療 1,737,107 970,984

1,591,401 875,710

（主な事業） 経費 一般財源
老人福祉費 経費 40,086,745 千円 13,062,348 13,062,348

一般財源 36,193,730 千円 12,958,341 11,393,692
敬老乗車証 4,381,563 3,850,247

1,186,234 584,648

（主な事業） 経費 一般財源
児童福祉費 経費 64,394,578 千円 22,724,169 10,056,149

一般財源 36,859,722 千円 児童手当 9,331,385 2,495,029
児童扶養手当 6,283,951 4,183,847
単費援護費 5,542,766 5,445,159

3,972,435 2,074,921
2,192,573 1,926,576
2,286,903 1,187,554

（主な事業） 経費 一般財源
生活保護費 経費 68,321,047 千円 63,587,182 16,039,009

一般財源 20,561,152 千円

重度障害者老人健康管理費

京都市の社会福祉関係経費の内容（２０年度決算）

老人医療費

後期高齢者医療繰出金等

介護保険事業特別会計繰出金

＜経費2,255億円　一般財源1,214億円＞

児童館運営費
母子家庭医療，子ども医療費

民間保育所運営費

児童入所施設等運営費

生活保護扶助費

国民健康保険事業特別会計繰出金
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社会福祉に要する経費（民生費）は，年々増加しており，歳出総額の３分の１を占めている。
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経費 一般財源

市民１人当たりの民生費（２０年度決算）円

市民１人当たりの民生費は，経費，一般財源共に，政令市で２番目に多い。
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経費 一般財源

市民１人当たりの社会福祉費（障害福祉，国保会計繰出金など）
（２０年度決算）円

市民１人当たりの社会福祉費（障害者自立支援費，国保会計繰出金など）の経費は高い方から４番目，一般財源
は高い方から６番目となっている。
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経費 一般財源
市民１人当たり老人福祉費（２０年度決算）円

市民１人当たりの老人福祉費（介護保険事業特別会計繰出金，後期高齢者医療繰出金など）は，経費，一般財源
共に最も高い。
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経費 一般財源市民１人当たりの児童福祉費（２０年度決算）円

市民１人当たりの児童福祉費（保育所運営費，児童手当など）の経費は高い方から３番目，一般財源は高
い方から２番目となっている。
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経費 一般財源市民１人当たりの生活保護費（２０年度決算）

市民１人当たりの生活保護費の経費は，高い方から４番目，一般財源は高い方から３番目となっている。

円
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市税等の一般財源収入と社会福祉関係経費の推移

一般財源収入総額 市税収入 社会福祉関係経費 社会福祉関係経費に充当した一般財源等

一般財源収入総額

市税収入

社会福祉関係経費

社会福祉関係経費に充当した一般財源等

昭和 平成
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本市の財政支出に必要な一般財源の見通し＜試算＞
～公共投資・人件費の抑制と社会福祉関係経費の増加傾向とのバランス～

見込み方は，以下の通り

公共投資…生産年齢人口１人当たりの市債残高を増加させないものとし，影響を次の通りとする。

投資的経費 １５％削減，公債費 影響分のみ１５％削減（30年度であれば，23年度～29年度の7年分）

人件費 …２０％削減

社会福祉…毎年２．５％の伸び（過去５年の伸び率の平均）

その他 …同額（過去５年の伸び率の平均が０．４６％であるため同額とした。）

※この試算は，上記の見込み方を前提とした機械的な試算である。

人件費 社会福祉関係経費 その他
投資的経費

１８０

公債費

１，０９６

投資的経費

１５３

投資的経費

１５３

公債費

１，０５７

公債費

１，０３０

人件費

人件費

社会福祉関係経費

社会福祉関係経費

その他

その他

＋287

＋172







政令指定都市の市民一人当たりの市税収入（平成20年度）
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京都市の市民一人当たり市税収入は，指定都市平均を下回っており，一番多い大阪市とは，市民一人当
たりで約71,000円もの差があります。



政令指定都市の市民一人当たりの義務的経費（平成20年度決算）
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％市民一人当たりの義務的経費の額 歳出に占める割合

　市民一人当たり義務的経費は，他都市平均を上回る水準（多い方から３番目）にあります。


